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平成２７年４月１３日

独立行政法人都市再生機構西日本支社

                                  支社長  伊 藤  治

平成２７・２８年度西日本支社ニュータウン部門

所掌地区における維持保全（緊急）工事に係る基

礎資料収集の実施について

独立行政法人都市再生機構西日本支社ニュータウン部門が発注する維持保全（緊急）工事について、地理的条

件・技術的適性・実施体制を把握し、透明かつ公平に指名するため、次のとおり基礎資料の収集を行うこととし

たのでお知らせします。

１．基礎資料収集対象工事区分等

(1) 西日本支社ニュータウン部門所掌地区において、平成２７年６月１日（予定）以降、次回の基礎資料収集

の実施までの間に、単価契約等により発注が見込まれる維持保全（緊急）工事に係る別紙の工事区分表記載

の工事を対象とします。

(2) 調査は基礎資料の提出により行います。

２．基礎資料提出の要件

当機構関西地区における平成２７・２８年度の競争参加資格（工事種別土木Ｃ又はＤ）の認定を受けている

者とし、かつ別紙の基礎資料収集対象工事区分表に記載されている、機構の定める要件を満たしている者とし

ます。

３．基礎資料の作成及び提出に係る事項

(1) 基礎資料の作成要領の交付期間及び入手方法

基礎資料の作成要領は、平成２７年４月１３日(月)から平成２７年４月２８日(火)までを交付期間とする

ので、当機構ホームページからダウンロードしてください。

(2) 基礎資料の提出期間及び受付方法

①提出期間 平成２７年４月１５日(月)から平成２７年４月２８日(火)まで（必着）

②受付方法・簡易書留による郵送で提出してください。持ち込みによる提出は認めませんのでご注意くださ

い。

・提出された「調査資料」確認後、「維持保全（緊急）工事に係る基礎資料調査票【平成 27・      

28年度用】（提出者控用）」を受付印押印のうえ、簡易書留で返送します。

・提出された「調査資料」に不備又は、施工実績等が竣工時カルテ(コリンズ証明)により確認でき

ない場合等は、その内容を記載のうえ簡易書留でお知らせします。その際に西日本支社におい

てのヒアリング日時を指定させていただきますので、記載された資料を持参してください。ヒ

アリングによる確認後、「維持保全（緊急）工事に係る基礎資料調査票【平成 27・28 年度用】

（提出者控用）」を受付印押印のうえ返却します。

・上記資料を返送するため、返信用封筒「簡易書留料金（402円）の切手を貼付した長３号封筒」

を「調査資料」に同封してください。

③送付場所 〒530－0001 大阪府大阪市北区梅田2-2-22（ﾊｰﾋﾞｽｴﾝﾄｵﾌｨｽﾀﾜｰ13階）

独立行政法人都市再生機構西日本支社

募集販売センター 宅地整備・品質管理チーム 電話06－6346－3582

なお、基礎資料は基礎資料の作成要領に基づき作成し、提出してください。

４．基礎資料の審査及び業者選定

提出された基礎資料の審査を行い、機構の定める要件を満たす者を選定します。

５．その他

(1) この調査は、単価契約等による維持保全（緊急）工事に係る業者選定の基礎資料とするために行うもので

あり、必ずしも基礎資料提出者に指名を予定するものではありません。

(2) 提出された基礎資料の内容が虚偽である場合は、当該資料を無効とし指名停止措置要領に基づく指名停止

措置をおこなうことがあります。

(3) 提出された基礎資料を受領後、調査非対象者と判明した場合は、その旨を通知し基礎資料を返却しますが、

それ以外の場合は返却しません。

以  上









平成２７年４月１３日

    独立行政法人都市再生機構 西日本支社

     支社長  伊 藤  治

平成２７・２８年度ニュータウン部門所掌地区における

維持保全（緊急）工事に係る基礎資料の作成要領

今回の基礎資料収集は、独立行政法人都市再生機構西日本支社ニュータウン部門が発注する単価契約等による維持保

全（緊急）工事について、地理的条件・技術的適性・実施体制を把握し、透明かつ公平に指名するために｢平成２７・

２８年度建設工事競争参加資格審査｣の認定を受けた者から、基礎資料の収集を行うものであり、以下の点に留意し作成

してください。

なお、調査資料に加えて、「競争参加資格認定通知書」の写しを添付願います。

１ 工事種別・区分について

【別紙】の基礎資料収集対象工事区分表において機構が定める要件を満たす者に限ります。また、経常建設共同企

業体とその構成員とは、重複できませんので、どちらか一方で作成してください。

２ 本店所在地について

本店の所在地については、基礎資料収集対象工事区分表記載の工事区分に記載されている地理的条件に該当する所

在地とします。

なお、提出に際しては本店所在地が記載されている建設業許可申請書の写し（様式第一号及び同号別表の写し）並

びに所在地がわかる位置図を添付してください。

３ 機構の定める要件（全工事種別に共通する要件）について

機構の定める要件（全工事種別に共通する要件）については、

①要件１： 緊急連絡体制

・ 平日は、常に会社等への連絡が可能であること。

・ 土日祝日及び夜間は、工事内容等が理解できる者に連絡が取れる体制が確保できること。

②要件２： 緊急動員体制

・ 緊急工事等の連絡を受けて３０分以内に、自社の２名以上の技術者が現地状況を確認し、応急対応工

法を検討できる主任技術者等の手配ができること。

③要件３： 緊急時の施工体制

・ 現地状況を確認後、原則として１時間以内に応急作業に着手できる建設機械（バックホウ、ダンプト

ラック）の手配及び自社在籍の作業員及び主任技術者等の動員が可能であること。

上記の各要件を満たしている場合に○を記入してください。（各要件を満たしていなければ基礎資料を受理しま

せん。）

４ 技術者の在籍状況等について

① 主任技術者等（建設業法第２６条に示す技術者であり各資格要件を満たす者）の在籍状況は、工事種別（土木）

における主任技術者及び監理技術者それぞれの総数を記入してください。主任技術者及び監理技術者の総数が少な

くとも2人以上が条件です。

主任技術者及び監理技術者の資格確認として、主任技術者の場合は、土木施工管理技士試験合格証の写しを、監

理技術者の場合は、監理技術者資格者証の写し（表・裏面）を添付してください。（平成16年3月1日以降に監理

技術者資格者証の交付を受けたものについては、監理技術者講習終了証の写しも添付してください。）また、直接的

雇用関係が証明できる書類の写し（監理技術者資格者証、健康保険被保険者証等）も添付してください。

② 監理技術者の配置のない者は、その理由を選択してください。

③ 産業廃棄物収集運搬業許可を受けている場合は、許可書の写しをつけて下さい。

５ 作業員在籍状況について

緊急動員可能な自社在籍の作業員の数を記入してください。緊急動員可能な自社在籍の作業員数が少なくとも３名



以上が条件です。また、緊急動員可能な自社在籍の作業員について、直接的雇用関係が証明できる書類の写し（健康

保険被保険者証等）も添付してください。

６ 手持ち機械の状況

自社保有の機械数（バックホウ、ダンプトラック）を記入してください。

７ 過去における工事実績について

① 実績については、「工事区分表」の技術的適性に定める内容で、元請けとしての工事実績を最大３件まで記入し

てください。なお、金額の下限はありません。（施工実績が３件以上ある場合は、３件記載してください。）

② 工事実績については、実績の証明ができる書類の写し(例：コリンズの竣工時カルテ、工事請負契約書の写し（発

注先及び受注者の記名押印等がなされていること。＊原本を必ず提示してください。）、特定元方事業者の事業開始

報告等)を添付してください。

（注：上記書類で工事内容等の施工実績要件を満たすことが確認できない場合は、確認できる書類も必ず添付し

てください。）

③ 過去の実績となる工事は、平成１７年４月１日から調査資料交付開始日（平成２７年４月１３日）までに完了し

た工事とします。（共同企業体としての施工実績は、出資比率が２０％以上の場合に限ります。）

８ その他

① この調査は、次回の基礎資料収集の実施までの間、維持保全（緊急）工事の単価契約等に係る業者選定の基礎資

料のために行うものであり、必ずしも基礎資料提出者に指名を予定するものではありません。また、今回の調査及

び審査により選定業者に登録された場合においても、維持保全（緊急）工事が発注されない場合があります。

② 維持保全（緊急）工事の発注指名にあたっては、今回の調査及び審査により選定された業者で、機構の競争参加

資格認定の総合点数の上位業者より順次選定します。

③ 基礎資料の作成及び提出に要する費用は、提出者の負担とします。

④ 会社更生法及び民事再生法の手続を申し立てている者も基礎資料の提出はできますが、競争参加資格に係る再審

査で認定されるまでは、①の基礎資料とはしません。

⑤ 基礎資料提出後、合併又は営業譲渡が行われ、競争参加資格に係る再審査の結果、資料提出した工事種別につい

て格付が変更され該当しなくなった場合は、①の基礎資料とはしません。

⑥ 営業停止中又は指名停止中の者も基礎資料の提出はできますが、その期間中は指名されません。

⑦ 提出された基礎資料の内容が虚偽である場合は当該資料を無効とし、指名停止措置要領に基づく指名停止措置を

行うことがあります。

⑧ 基礎資料を受領後、調査非対象者と判明した場合はその旨を通知し資料を返却しますが、それ以外の場合は、提

出された基礎資料は返却しません。

⑨ 当機構においては、「独立行政法人等の保有する情報の公開に関する法律」（平成13年法律140号）の施行に伴い

平成14年10月1日以降、当機構が取得した文書（例：工事希望調査提出資料など）は、開示請求者（例：会社、

個人など「法人・個人」を問わない。）から請求のあった場合には、当該法人、団体及び個人の権利や競争上の地位

等を害するおそれのないものについて、当該書類を開示対象にすることとなっております。

以  上



調査資料を以下のようにセットして、提出して下さい。

ホチキス ①名刺（窓口者）　　　　　　　　　　　－－－－－　１部
一箇所留め ②維持保全（緊急）工事に係る基礎資料調査票－－－　１部

③競争参加資格認定通知（写し）　　　　－－－－－　１部
④建設業許可申請書（写し）　　　　　　－－－－－　１部
⑤本店位置図　　　　　　　　　　　　　－－－－－　１部
⑥監理技術者資格者証等（写し）　　　　－－　１部（最低２名分）
　（直接的雇用関係証明書類（写し）も添付）
⑦作業員の直接的雇用関係証明書類（写し）－－１部（最低３名分）
⑧実績工事（CORINSの竣工時カルテ等(写し)）－－－　工事毎１部

　　　　調査表記載の実績工事について、工事契約書の表紙又は

 　　　　CORINSの竣工時カルテ等の写しに調査票と整合した

 　　　　インデックス番号(１番からの通し番号）を付けて添付

※⑨産業廃棄物収集運搬業許可証（写し）　－－－－－　１部
　（※産業廃棄物収集運搬業の許可を受けている者のみ添付）

調査票受付時に当機構で受付押印し、提出者の控となりますので
ご用意下さい。

①維持保全（緊急）工事に係る基礎資料調査票（表紙の写し）－１部

機
構
提
出
用

提
出
者
控
え

〔提出時の調査資料のセット方法〕

※⑨産業廃棄物収集運搬業

許可証（写し）

⑧

3⑧

2
⑧実績工事(CORINSの竣工時ｶﾙﾃ(写し)等)

1

⑦作業員の直接的雇用関係証明

書類(写し)

⑥監理技術者資格者証等（写し）

⑤本店位置図

④建設業許可申請書(写し)

③競争参加資格認定通知(写し)

維持保全（緊急）工事

に係る基礎資料調査票

②維持保全（緊急）工事に係る
基礎資料調査票



平成27年　　月　　　日

この基礎資料(及び添付書類)の内容については、事実と相違ないことを誓約します。

ＴＥ
Ｌ

1  工事希望
工事種別 工事区分

土木

2 本社所在地

郵便番号 所在地

電話番号 ＦＡＸ番号

3 機構の定める要件について

4 主任技術者等在籍状況等 （主任技術者及び監理技術者の総数が少なくとも２名以上が条件です。）

※監理技術者証の交付を受けていない場合は、下記理由を選択し番号に○をつけて下さい。

1 一般建設業 2 特定建設業であるが、下請け契約を建設業法で定める金額以下で実施する予定

※産業廃棄物収集運搬業許可の有無に○を付けて下さい。　また許可を受けている場合は、許可書の写しをつけて下さい。

有 ・ 無

5 緊急動員可能な作業員在籍状況 （自社在籍の作業員数が少なくとも３名以上が条件です。）

6 手持ち機械の状況

7 過去における元請け工事施工実績 （施工実績が３件以上ある場合は、３件全て記入してください。）

１． 機構工事

２．
３． 民間工事

１． 機構工事

２．
３． 民間工事

１． 機構工事

２．
３． 民間工事

　　　　　　　　　　　　　　　千円

公共機関工事

公共機関工事

公共機関工事

３．工事件名（工期：H　　年　　月　　　日～H　　年　　月　　　日） 左記発注機関の番号を記入

発注機関名 工事内容 請負金額を記入

発注機関名 工事内容 請負金額を記入

　　　　　　　　　　　　　　　千円

左記発注機関の番号を記入

請負金額を記入

　　　　　　　　　　　　　　　千円

２．工事件名（工期：H　　年　　月　　　日～H　　年　　月　　　日） 左記発注機関の番号を記入

１．工事件名（工期：H　　年　　月　　　日～H　　年　　月　　　日）

発注機関名 工事内容

台 0.4㎥級以上 台

２　ｔ　以下 台 ４　ｔ　以下 ５　ｔ　以上台 台

バックホウ

ダンプトラック

台 0.35㎥級以下0.1㎥級以下

（機構記入欄） 競争参加資格登録認定：　済　　未

建設業許可番号

                                            　　　 社印

格付 土木

登録番号

独立行政法人都市再生機構西日本支社
　 支社長   伊　藤　　治　　殿

主任技術者資格要件
を満たす技術者数

記入者名及び
所属部課等

商号又は名称

維持保全（緊急）工事に係る基礎資料調査票【平成２７・２８年度用】

氏名

維持－

技術者要件

技術者数

監理技術者証の交付
を受けている技術者数

　　　　　　　　　　　名 　　　　　　　　　　　名

要件１：緊急連絡体制 要件２：緊急動員体制

本社の
名称

要件３：緊急時の施工体制

作業員数 　　　　　　　名

産業廃棄物収集運搬業許可の有無



Ｄ

平成25年　　月　　　日

この基礎資料(及び添付書類)の内容については、事実と相違ないことを誓約します。

ＴＥ
Ｌ

1  工事希望
工事種別 工事区分

土木

2 本社所在地

郵便番号 所在地

電話番号 ＦＡＸ番号

3 機構の定める要件について

4 主任技術者等在籍状況 （主任技術者及び監理技術者の総数が少なくとも２名以上が条件です。）

※監理技術者証の交付を受けていない場合は、下記理由を選択し番号に○をつけて下さい。

1 一般建設業 2 特定建設業であるが、下請け契約を建設業法で定める金額以下で実施する予定

※産業廃棄物収集運搬業許可の有無に○を付けて下さい。　また許可を受けている場合は、許可書の写しをつけて下さい。

有 ・ 無

5 緊急動員可能な作業員在籍状況 （自社在籍の作業員数が少なくとも３名以上が条件です。）

6 手持ち機械の状況

7 過去における元請け工事施工実績 （施工実績が３件以上ある場合は、３件全て記入してください。）

１． 機構工事

２． 1
３． 民間工事

１． 機構工事

２． 1
３． 民間工事

１． 機構工事

２． 2
３． 民間工事

大阪府○○市○丁目○番○号○○ビル

記入者名及び
所属部課等

０７７４－１２－３４５６

072-23-4567 ０７２－２３－５６７８

産業廃棄物収集運搬業許可の有無

維持－国文

要件１：緊急連絡体制 要件２：緊急動員体制

本店

発注機関名

4567

○○

２　台0.1㎥級以下

○

123456

技術者数

大阪府 水路災害復旧Ｌ＝○ｍ

○○地区○○工区法面復旧工事

主任技術者資格要件
を満たす技術者数

作業員数

２．工事件名（工期：H　　年　　月　　　日～H　　年　　月　　　日）

工事内容

○○川支川水路災害復旧工事

独立行政法人都市再生機構西日本支社
ニュータウン業務部プロジェクトマネージャー
【彩都開発事務所長】 佐　水　　哲　也   殿

本社の
名称

123-

（機構記入欄） 競争参加資格登録認定：　済　　未

建設業許可番号

　　　　機　構　建　設（株）　　　　　　　　社印

２６－１２３４５６（特定）

維持保全（緊急）工事に係る基礎資料調査票【平成２７・２８年度用】

登録番号

商号又は名称

発注機関名 工事内容

　　　　６　名

バックホウ

ダンプトラック ２　ｔ　以下 ３　台

技術者要件

格付 土木 記入しない

監理技術者証の交付
を受けている技術者数

　　　　　　　　１０　名

0.35㎥級以下

　　　　　　　　５　名

要件３：緊急時の施工体制

氏名　　機構　太郎

土木営業部　営業第一課

都市機構 板柵設置Ｌ＝○ｍ

４　ｔ　以下 ５　ｔ　以上２　台 ２　台

１．工事件名（工期：H　　年　　月　　　日～H　　年　　月　　　日）

○○地区○○工区板柵水路設置その他工事

都市機構 法面復旧Ｌ＝○㎡

発注機関名

３．工事件名（工期：H　　年　　月　　　日～H　　年　　月　　　日） 左記発注機関の番号を記入

左記発注機関の番号を記入

工事内容 請負金額を記入

３　台

左記発注機関の番号を記入

0.4㎥級以上 ０　台

請負金額を記入

　　　　　　　　１４，７００　千円

　　　　　　　　８，４００　千円

公共機関工事

公共機関工事

公共機関工事

　　　　　　　　　６，３００　千円

請負金額を記入

Ｃ又はＤを記入

機構登録番号を記入する
建設業許可番号を記入する

本人連絡先

必ず、本社が、地理的条件の市内にあること。

要件１、要件２、要件３について要件を満たしていれば、○を記入する

記入例


